
（単位：円）

資　 　　産　　 　の 　　　部 負　債　・　純　資　産　の　部

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） 922,696,745 （ 負 債 の 部 ） 330,786,796

817,161,031 321,776,981

現 金 預 金 1,614,311 買 掛 金 179,396,645

売 掛 金 151,226,392 未 払 金 74,442,619

製 品 15,060,200 未 払 法 人 税 等 41,726,774

材 料 29,597,040 未 払 消 費 税 12,621,900

貯 蔵 品 34,672,139 未 払 費 用 4,450,090

未 収 入 金 3,481,560 預 り 金 1,723,153

預 け 金 576,784,036 預 り 保 証 金 100,000

繰 延 税 金 資 産 4,725,353 賞 与 引 当 金 7,000,000

未 払 事 業 所 税 315,800

105,535,714 9,009,815

　有形固定資産 102,827,364 退職給付引当金 9,009,815

建 物 2,453,377

建 物 付 属 設 備 2,898,950

構 築 物 13,284,038

機 械 装 置 80,747,417

車 両 運 搬 具 1,131,075 （ 純 資 産 の 部 ） 591,909,949

工 具 器 具 備 品 2,312,507 資本金 200,000,000

利益剰余金 391,909,949

　投　　資　　等 2,708,350 利益準備金 16,100,000

繰 延 税 金 資 産 2,708,350 繰越利益剰余金 375,809,949

922,696,745 922,696,745

貸 借 対 照 表

　平成３０年　３月３１日 現在

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債
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（単位：円）

内　　　　訳 金　　　　額

2,198,247,238

10,961,112

1,887,860,627

15,060,200 1,883,761,539

314,485,699

109,238,322

205,247,377

436,643

26,606,700

3,762,285

3,445,134 34,250,762

26,606,700

28,205

26,634,905

212,863,234

212,863,234

64,750,100

680,023

147,433,111

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

法 人 税 等

製 品 製 造 原 価

期 末 製 品 棚 卸 高

Ⅳ 営 業 外 収 益

Ⅴ 営 業 外 費 用

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 手 数 料

雑 収 入

受 取 賃 貸 料

損 益 計 算 書

自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

期 首 製 品 棚 卸 高

科　　　　　　　　　　　　　　目

Ⅰ 売 上 高

Ⅱ 売 上 原 価

Ⅲ 販売費及び一般管理費

支 払 賃 借 料

雑 損 失
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株主資本等変動計算書

　自 平成２９年　４月　１日

　至 平成３０年　３月３１日

明海リサイクルセンター株式会社 　　　　（単位：円）

　　　　株主資本

資本金 前期末残高

当期変動額

当期末残高

利益剰余金

　　　利益準備金 前期末残高

当期変動額

当期末残高

　　　その他利益剰余金

　　　　　　繰越利益剰余金 前期末残高

当期変動額

当期末残高

利益剰余金合計 前期末残高

当期変動額

当期末残高

　　　　株主資本合計 前期末残高

当期変動額

当期末残高

　　　　純資産合計 前期末残高

当期変動額

当期末残高

89,433,111

591,909,949

502,476,838

200,000,000

200,000,000

375,809,949

302,476,838

292,176,838

0

83,633,111

10,300,000

16,100,000

5,800,000

89,433,111

391,909,949

502,476,838

89,433,111

591,909,949
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個　　別　　注　　記　　表

 自 平成２９年　４月　１日

 至 平成３０年　３月３１日

　１．この計算書は、『中小企業の会計に関する指針』によって作成しています。

　２．重要な会計方針に係わる事項に関する注記

　　　　　①売上高

　　　　出荷基準

　　　　　②仕入高

　　　　検収基準

　　　　　③有価証券の評価基準及び評価方法

　 　　a．時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によって処理し売却原価は移動平均法にて算定します。)

　　　　　④棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　最終仕入原価法による原価法に基づく低価法

　　　　　⑤固定資産の減価償却の方法

　　 　　a．有形固定資産 法人税法の規定により定率法、但し、平成１０年４月以降取得の建物については定額法

による。また平成２８年４月以降取得の建物付属設備および構築物については、定額法

による。

　　　　　⑥引当金の計上基準

　　a．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額当期負担分を計上しています。

　　b．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、簡便法にて

当期間の発生見込額を計上しています。

会計基準変更時差異については、１５年による按分償却しています。

　　　　　⑦その他計算書類作成のための重要な事項

　　a．消費税等の会計処理消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

　３．株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　　①発行済株式の種類及び総数

発行済株式

　　　普通株式

　　　　　計

　　　　　②当該事業年度中の剰余金の配当に関する事項

　　　　　③当該事業年度の末日後の剰余金の配当に関する事項

平成30年6月5日に開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

配当金の総額

配当金の原資

一株当たりの配当額

基準日

効力発生日

　４．その他の注記

　　　　　①その他
　　a．有形固定資産の減価償却累計額 768,745,856円

44,000,000円

利益剰余金

22,000円

平成30年3月31日

平成30年6月6日

平成29年11月24日
29,000,000円 利益剰余金 平成29年11月25日

取締役会

効力発生日

平成29年6月6日

定時株主総会
29,000,000円 利益剰余金 14,500円

当期末株式数 前期末株式数

２，０００株 ２，０００株

14,500円 平成29年9月30日

２，０００株 ２，０００株

平成29年3月31日 平成29年6月7日

摘要

決　　　議 配当金の総額 配当金の原資 一株当たり配当額 基準日
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